機械設備売買契約書(案)
　売払人公益財団法人高知県産業振興センター（以下「甲」という。）と買受人
（以下「乙」という。）とは、次の条項により甲所有の第２条に定める機械設備の売買について次のとおり契約を締結する。
　（信義誠実の義務）
第１条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならな
　い。
　（売買物件）　
第２条　売買物件は、次のとおりとする。
	機械設備名
	型式規格
	製造業者名
	製造年月
	台数

	マシニングセンター
	NV4000V-P13A
	㈱森精機製作所
	平成16年5月
	１台

	自動旋盤
	SR-20RⅡ
	スター精密㈱
	平成16年5月
	１台

	CNC旋盤　
	SL-154SMC
	㈱森精機製作所
	平成16年5月
	１台

	CNCタッピングマシン
	TV-400(ATC12)
	㈱森精機製作所
	平成18年7月
	1台


  （売買代金）
第３条　売買代金は、金　　　　　円（消費税　　　　　円を含む。）とする。
　（契約保証金）
第4条 　乙は、この契約締結と同時に契約保証金として金　　　　　円を甲に　納付しなければならない。
２　前項の契約保証金は、第９条に定める遅延利息及び第１３条に定める損害　賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとする。　　　　　　　　　　３　第１項の契約保証金には、利息を付さないものとする。　　　　　　　　
　（代金の支払）
第５条  乙は、売買代金を、契約締結後３日以内に納付しなければならない。
２　乙が前項の売買代金の支払に当たり、売買代金から契約保証金相当額を控　除した金額を甲に支払ったときは、売買代金の全額の支払があったものとす　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３　乙は、前項の規定によろうとするときは、契約保証金を売買代金に充当し　たい旨を表示した書面を甲に提出しなければならない。
　　　　　　　　　　　
  （所有権の移転）
第６条　売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したとき、乙に移転するものとする。
　（売買物件の引渡）　　
第７条　甲は、売買物件の所有権が移転したときから７日以内で両者の定める日に、当該設備を現状有姿のまま次の場所において、甲乙立会のもとに乙に引渡し、乙は、当該設備の受領証を甲に提出するとともに搬出するものとする。
　　　　引渡場所　高知市南新田町４－３４
２　売買設備の引渡しに関する費用は、乙の負担とする。
３　乙は、売買設備の引受については、甲の指示に従わなければならない。
　（かし担保責任）
第８条　乙は、この契約締結後、売買設備に数量の不足その他かくれた瑕疵のあることを発見しても、甲は一切の責任を負わず、甲に対し売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除を求めることができないものとする。
　（履行遅延に伴う遅延利息）
第９条　乙は、第５条第１項の支払期限までに売買代金の支払いが出来ない場　合は、当該支払い期限の翌日から支払いした日までの日数につき、年５パー　セントの割合で計算した遅延利息を甲に支払わなければならない。
　（契約保証金の還付）
第１０条　甲は、乙が第５条第１項に定める義務を履行したときは、乙の請求　により遅滞なく第４条第１項に定める契約保証金を乙に還付するものとする。
  （契約保証金の帰属）
第１１条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、第４条第１　項に定める契約保証金を甲に帰属させるものとする。
（契約解除）
第１２条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除することができる。
　（損害賠償）
第１３条　乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたと　きは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならな　い。
  （疑義の決定）
第１４条 　この契約に関する疑義及びこの契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。
  （裁判管轄）
第１５条　この契約に関する訴訟は、高知地方裁判所に提訴するものとする。
　上記契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ、各自その１通を保有するものとする。
       平成２８年　月　　日
売　払　人　　高知市布師田３９９２番地２
公益財団法人高知県産業振興センター
理事長　　松岡　哲也　　　　 eq \o\ac(○,印)
買　受　人     （会社名）
（代表者名）　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
